
１．研究の背景と目的

2023 年に国内における在留外国人は過去最高の 323 万人を超え，今後も
増加傾向が続くと見込まれる。社会情勢の変化に伴い，日本語学習者の多様
化は進み，日本語教育に関わる人材（以下，日本語教師）に求められる資質
や能力，役割も複雑化している。この日本語教育を支えているのは，ボラン
ティアや非常勤の日本語講師である。日本語教育機関においては，専任講師
より非常勤講師が多いにも関わらず，日本語非常勤講師に関する研究は少な
く，存在が意識されているとは言い難い。更に 2024 年４月からは，日本語
教師は国家資格化され「登録日本語教員」になる。国家資格を取得するには
現職の教師も試験や講習を受けるなど負担は更に増えていくが，待遇改善に
関しては何ら明示されていない。

そこで本研究では，日本語非常勤講師がどのような問題や不安を抱えてい
るか，更に労働環境と言う視点から問題を捉え，その改善策について考察す
る。

２．なぜ，非常勤講師に着目するのか

学習者の多様化に伴い，日本語教師の業務も多様化・複雑化する一方であ
る。また「日本語教師」と言っても，その働き方は様々であり，所属機関や
専任・非常勤の立場により待遇に大きな隔たりがある。文化庁のデータによ
ると，2020 年における日本語教師の内訳はボランティアが最も多く 52.4%，
次に非常勤が 33.5％，常勤が 14.1％である（表１）。
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また，過去８年の日本語教師数の推移を見ても，学習者の増減に伴い，日
本語教師の数も変化しているものの，ボランティアが 50 ～ 60％，非常勤が
30 ～ 35％で推移し全体の 80％前後を占めていることに変化はない（表 1）。

表 1　日本語教師の属性（文化庁令和４年 p.22 を元に作成）

次に待遇の違いについてだが，大学の専任講師と非常勤講師の待遇の差に
ついては，既に様々な先行研究で指摘されている。例えば , 2011 年に読売
新聞教育取材班が実施した大学非常勤講師の実態調査によると，調査対象
の 615 大学のうち，国公立大学で約 40％，私立大学では約 50 ～ 70％を非常
勤講師が占め，正規教員のほぼ一割の給与で働いていることが明らかになっ
た。もちろん，与えられた授業のコマのみを教える非常勤講師と大学運営の
業務を担う常勤講師の待遇に差があることは当然であるが，非常勤講師とし
ての労働対価は果たして正当なものなのだろうか。

更に，待遇は勤務する教育機関，すなわち大学と法務省告示校 1 で大きな
隔たりがある。表 2-1 は大学と法務省告示校の常勤講師の年収分布である。
大学で専任で働く場合，全体の 90％が年収 400 万円を超えるのに対し，告
示校では，400 万円未満が全体の 70％を占める。この教育機関による待遇

2014 57.4% 30.7% 11.9%

2015 60.0% 28.5% 11.5%
                                     =                                                                                                                               

2016 58.1% 29.7% 12.2%

2017 57.2% 29.9% 12.9%

2018 55.4% 31.0% 13.6%

56.7% 57.4% 60.0% 58.1% 57.2% 55.4% 53.3% 52.4% 48.0%

30.2% 30.7% 28.5% 29.7% 29.9% 31.0% 32.4% 33.5% 36.3%

13.1% 11.9% 11.5% 12.2% 12.9% 13.6% 14.3% 14.1% 15.7%

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

日本語教師の属性

ボランティア 非常勤 常勤
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の差は，非常勤講師として働く場合にも同様である。非常勤講師として働
く場合，契約には時給単位とコマ単位の契約がある。時給単位での契約の
場合，一時間当たりの単価は大学等2で5000円以上が72.6％であるのに対し，
法務省告示校では2000円から3000円が59.5%，1000円から2000円未満が34.4％
である（表2-2）。またコマ単位での契約の場合，一コマ当たりの単価は大
学等で最も多いのが5000円以上で92.7％であるのに対し，法務省告示校では
1000円から2000円未満が46％と最も多く，大学等と比べ半分以下である（表
2-3）。

このように日本語非常勤講師の場合，専任・非常勤の違いだけではなく，
勤務する教育機関によっても待遇に大きな隔たりがある。

その上，非常勤講師の場合，コマ単位・時給単位の業務内容に明確な定義
はない。従って、担当する授業に対する労働対価であるはずだが，実際には
授業に関わる業務以外にも，ミーティングや研修会，更には学校行事へ無給
でも参加せざるを得ないケースも多い。このように，どこまでが業務の範囲
であるのか非常に曖昧である。 

また非常勤講師の多くは，非常勤のみで生計を立てる専業非常勤講師であ

【常勤】
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常勤日本語教師年収分布

100万円未満 100万円～200万円未満 200万円～300万円未満

300万円～400万円未満 400万円～500万円未満 500万円～600万円未満

600万円～700万円未満 700万円～800万円未満 800万円～900万円未満

900万円～1000万円未満 1000万円以上

表 2-1　常勤日本語教師年収分布（文化庁令和４年 p.24 を元に作成）
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る。日本語教育の質の向上，教員の研修などが声高に求められるが，多くの
非常勤講師は５年を上限とした雇止めや次年度コマ数が同程度確保されるか
と言った収入に直結するような不安を抱えながら仕事を続けている。また東
日本大震災の直後やコロナ禍では留学生が来日せず授業が大幅に減少した
ケースも多くあったが，このような場合にも何も保証はない。更に雇用の不
安以外にも，国民年金や国民健康保険など，社会保険料の負担の大きさも不
安要因である。

【非常勤】

表2-2　非常勤講師一時間当たりの単価（時給制）（文化庁令和４年p.24を元に作成 ）

表2-3　非常勤講師一コマ当たりの単価（文化庁令和 4 年 p.24 を元に作成）
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丸山（2016）は，日本語教育の専門雑誌『月刊日本語』における「日本語
教師は食べて行けない」言説を分析している。日本語学校の非常勤講師に限
定した考察ではあるが，日本語教師の待遇の悪さは，賃金の低さだけでな
く，そこには授業時間外労働の範囲が不透明であることや社会保障がほとん
どないこと，更には年齢が上がり勤務年数が長くなっても昇級しないことな
どでも含まれており , 1990 年代以降日本語教師のこの待遇の悪さは変わっ
ていないことを指摘している。

近年，日本語学習者の拡大と多様化が進む一方で日本語教師の不足が深刻
な問題になっている。教師不足を解消するには，日本語非常勤講師の声に耳
を傾け，彼らの働き方の現状を知り改善していくべきではないだろうか。日
本語教師の大半を占める非常勤講師の労働環境が守られることにより，安定
した生活を手に入れることが実現すれば，ひいては日本語教育の質の向上に
つながるのではないだろうか。

３．社会情勢の変化に伴い変化する日本語教師像

日本語教育は社会状況の変化に大きく影響を受け，それに伴い日本語教師
に求められることも変化してきた。ここでは，日本語教育に関する政策がど
のように変遷してきたのかを畠山（2019）、藤原他（2020）の表を参考に，
求められる教師像を中心に見ていく（表 3）。

西暦 施策・報告（主催・担当） 教師像
1972 「日本語教師に必要な資質・能力とその

向上策について」（文化庁）
◦日本語の高度な言語知識および日本

文化に深い造詣を持った教師の養
成・研修

1983
1985
1988

「留学生 10 万人計画」（文部省）
日本語教育のための教員養成（文化庁）
日本語教育施設の運営に関する基準制定

（文部省）
第一回日本語教育能力試験実施（文部科
学省）

◦多様化した学習者の個性や能力を生
かした教授ができる教師の養成・研
修

◦理論を実践に結び付けられる教師の
養成・研修
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1990

1993

1993
1994

出入国管理及び難民認定法（入管法）改
正（法務省）

「外国人児童生徒等に対する日本語教育
指導者養成研修」実施（文部科学省）
外国人技能実習制度の創設
文化庁委託地域日本語教育事業開始（文
化庁）

◦自己研修型教師
◦実践を伴った言語習得のための知識

と理論を持ち，多様な学習者を指導
できる教師

◦他分野の教師との連携ができる教師

2000

2007

2008

「日本語教育のための教員養成について」
報告（文化庁）

「生活者のための外国人」のための日本
語教育事業開始（文化庁）
経済連携協定（EPA）に基づく看護師・
介護福祉士候補者の受入れ開始（外務省）

「留学生 30 万人計画」発表（文部科学省）

◦自己研修型教師
◦学習目的がそれぞれ異なる学習者の

ニーズに柔軟に対応できる教師
◦学習の場にいる参加者全員の成長，

他教師との協調ができる教師

2010

2013

2017

2018
2019

出入国管理法及び難民認定法の改正（法
務省）

「外国人児童生徒の総合的な学習支援授
業」「帰国・外国人児童生徒受入れ促進
事業」（文部科学省）

「公立学校における帰国・外国人児童生
徒に対するきめ細かい支援授業」（文部
科学省）
外国人技能実習機構設立（法務省）

「日本語教育人材の養成・研修のありか
たについて（報告）」（文化庁）
日本語教育の推進に関する法律（日本語
教育推進法）施行（文化庁）

◦自己研修型教師
◦日本語教育の社会的役割を認識し，

より良い教育環境を構築できる教師

2021

2024

日本語教育の参照枠報告
日本語教育機関の認定制度
日本語教師国家資格化

表 3　日本語教育の変遷（藤原（2019）を参照し作成）

表 3 から，日本語学習者の属性は留学生中心から 1990 年代以降は、
ニューカマーやその子どもたち，技能実習生などの生活者が加わり，2000
年代以降は看護・介護士，そして 2010 年代以降は公立学校における児童へ
と広がり，目まぐるしく変化していることがわかる。このように，その時の
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社会情勢や政策により，日本語教師に求められるものも変化してきている。

４．非常勤講師に関する先行研究

４–１　大学の非常勤講師の実態
次に先行研究を分析しながら，大学の非常勤講師が抱える問題を見てい

く。大学の非常勤講師に関しては，女性科学研究者の環境改善に関する懇談
会（JAICOWS）が日本の高等教育が非常勤講師という非正規雇用者によっ
て支えられているにも関わらず，その実態についてほとんど知られていな
いことを問題視し，2021 年に実態調査を実施している。この調査分析では，
非常勤講師の置かれている窮状だけでなく，コロナ禍において立場の弱い非
常勤講師に負担が大きくのしかかったことも明らかになっている。また，江
尻（2021）は，大学非常勤講師の場合，専任教職員のように定期昇給がな
いため，10 年以上も賃金が上がらず，私学共済などにも加入できないため，
国民年金や国民健康保険に加入せざるを得ず，社会保険料の支払いが大きな
負担になっていること，しかも国民年金の場合，退職後の年金支給額が極め
て少なく老後の不安を感じている専業非常勤が多いことを指摘している。更
に川村（2023）は，「大学教育における非常勤講師「依存」と，一方での非
常勤講師の労働者としての権利の軽視」について述べ，非常勤講師が正当な
理由もなく契約が終了されたり ，コマ数を減らされたり，その事実を年度
末まで知らされなかった例を示し，「非常勤講師の仕事の「窓口」となる教
員や職員が労働法や非常勤講師の実情を理解していないことから生じる権利
侵害である」と指摘している。

４–２　日本語非常勤講師の実態
次に日本語非常勤講師に関する先行研究を見ていく。日本語教育において

も非常勤講師に関する研究は非常に少なく，その存在が意識されているとは
言い難い。教師の待遇が悪く，かつ改善がされていないことは長年指摘され
てきているが，なぜ日本語非常勤講師の働き方はここまで見過ごされ，放置
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されてきたのだろうか。
勝部（2022） は，非常勤講師が見えない存在になっていることに着目し，

2007 年に文化庁に創設された文化審議会国語分科会日本語教育小委員会の
議事録を分析している。その中で公的な場において，日本語教師の資質や
能力を議論することはあっても，教育機関や雇用形態の別で議論されること
はほとんどなかったと指摘している。例えば「非常勤」は「日本語教員」や

「日本語教師」といったカテゴリーの中で「常勤」や「専任」と同一のもの
とされたり，別のものとされたり，その時々によって都合よく用いられてい
る。更に委員会のメンバーは「非常勤」は日本語指導によって経済的報酬を
得る「日本語教員」でありながら，その献身さゆえに多分に「ボランティア
的」であり，また「専任」とは指導経験の異なりが指摘されながらも結局は
同等とされている。このことから，勝部は日本語教育における「非常勤」の
位置づけは，あるときは「プロ」として専門性を求められ，あるときは「ボ
ランティア」の献身さを求められる都合のいい存在であると指摘している

（p.59）。つまり，公的議論の中で「日本語教師」が論じられる際に日本語非
常勤講師は一つのカテゴリーとして捉えられることも，定義されることもな
く属性や待遇などに関係なく曖昧に捉えられていることがわかる。

近年の日本語教師に関する先行研究については，古畠（2019） が次のよう
に述べている。2000 年に「日本語教育のための教員養成について」が策定
された以降の論考は①日本語教師の資質，②日本語教師養成，③日本語学
校教師を対象とした研究，④日本語教師像に関する調査，に大別できるが，
その中で日本語教師の勤務形態や職務形態について何ら考慮されていない

（p.47）。
同様のことは教師養成の観点からも岡本（2005）が指摘している。岡本

は，留学生 10 万人計画に並行し日本語教育は大きく発展してきているが，
教師待遇は一向に改善されておらず，一般日本語教育機関における非常勤講
師の報酬平均は過去 20 年間変動しておらず，教師養成の内容は改善が進め
られても，教師環境の整備が黙殺されていることが問題だとしている。その
ため教師養成の指導者は，このような社会的地位も補償もほとんどない環境
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に日本語教師志望者を送り出すことに足踏みせざるをえないと述べている。
次に日本語非常勤講師の質的研究には古畠（2019），勝部（2022）がある。

古畠（2019）は，日本語学校非常勤講師に焦点を当て，なぜ待遇が悪く不安
定な職場と言われる日本語学校で教師を長年継続できるのかを調査・分析し
た（p.179） 。その結果，日本語非常勤講師という仕事に満足できる要因は
①勤務条件の選択の自由②経済的な余裕③日本語教師のおもしろさ，やり
がいであるとまとめている。ここで言う「経済的な余裕」とは調査対象が
日本語教師で生計を立てる必要がなく，経済的に余裕があったため待遇の低
さは不満であっても、教師をやめる大きな要因ではなかったため，非常勤
講師を継続することが可能であったということである。また③の「やりが
い」は，いわゆる労働者の「やりがい」を利用し，長時間労働や低賃金を強
いる「やりがい搾取」に日本語教育が加担していることを表わしている。勝
部（2022）は非常勤講師の待遇をトピックとしたインタビューを分析する中
で非常勤講師自身がこのような働き方を主体的に選び，不満を感じながらも
受容し継続していることが改善につながらないとしている。つまり，「公的
な議論や研究を行う人々が日本語教師の労働の問題を解決するのであれば，
社会的に見た非常勤講師の課題だけではなく，当事者が何を問題としてみな
しているのか，どのように労働を意味づけているかを理解し，双方の理解を
一致，又は理解の齟齬が何を生み出しているのかを探ることが重要である」

（p.173）と結論付けている。
そこで筆者らは，問題解決を図るため日本語教育の通念から一旦距離を置

き、日本語教師の枠組みを外し，労働条件・労働環境に焦点を当てインタ
ビューを行った。 
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５．調査概要

５–１　調査の目的
日本語非常勤講師３名の雇用・労働に着目し現在感じている問題や不安に

ついて明らかにし，改善策について検討する。上述した古畠や勝部では調査
協力者は待遇に不満を抱えながらも生活に支障がないため長期間，非常勤講
師という立場に身を置いている。それに対し，本調査では教育歴が１年から
10 年前後でありこれから日本語教師としてのキャリアを積んでいく人たち
である。

調査協力者
日本語教師歴 主な学習者

A さん 約 12 年 留学生・日本とつなりがある子ども・地域の外国人生活者
B さん 約 10 年 技能実習生・留学生
C さん 約１年 技能実習生・地域の外国人生活者

表４  調査協力者の詳細

５–２　インタビュー調査
労働経済学を専門とし，非正規公務員やワーキングプア問題に取り組んで

いる研究者の川村氏と筆者（久野）が一人 , １時間半程度，半構造化インタ
ビューを行った。

これまでの日本語教師研究のほとんどが質問紙調査や語りの内容から研究
者の考える日本語教育上の特定の現象を説明し，その原因を社会構造へと帰
結させるものであった（勝部，p.7）。そのため，「教師の成長」，「やりがい」
が注目され，日本語非常勤講師の労働者としての権利が曖昧にされてきた。
労働経済学の専門家がインタビューに参加することで，日本語教育に労働環
境としてどのような問題が潜んでいるのか，労働者としての権利が明らかに
なり解決策へとつなげられると考えた。インタビューの内容は以下の通りで
ある。
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質問項目
◦属性
◦	現在の仕事内容と賃金・労働条件：仕事内容／契約・契約形態／賃金／

労働時間
◦	移動時間／仕事上の指示／仕事上の悩み・不満／仕事上のトラブル経験

／契約更新など
◦職歴・過去の仕事内容と賃金労働条件
◦生活
◦その他

５–３　分析方法―Thematic Analysisの適用
Thematic Analysis（TA）を分析方法として適用した。TA は質的分析

方法の一つであり，質的データの中にパターンを見出すための体系的なプ
ロセスである（Boyatzis, 1998  土屋訳 , 2016）。TA には絶対的な枠組みは
なく研究者が選択するという点で自由度が高く研究者の哲学的立ち位置も
問題としない。Boyatzis の TA 法は分析手法が多く分析的厳密さ（analytic 
rigour）を見据えた質的研究の立案と実施を強調し分析している（土屋 , 
2016, p.15）。

まず，何度も逐語録を熟読した後，A さんの逐語録からコーディングを
Excel で行った。コーディングとは生データ（文字テキストデータ）に内容
を代表する短い言葉をつけ（ラベル），具体から抽象へと，コードを階層的
にまとめていき，生データの分量を縮小していく作業である（土屋 , 2016, 
p.19）。その際にリサーチクエスチョンにかかわる部分だけではなく，重要
だと思われるコンセプトを探すようにした。この方法は調査協力者を深く理
解し事象の関連性を探る上で有効である（土屋， 2016, p.19）。

次に，A さんの逐語録を最後までコーティングした後，まとめることが
できそうな語りを読み比較して類似したコードをまとめた。そして，A さ
んのコードを参照しながら B さんのコーディングを行った。その際に，A
さんのコードで説明ができない事象があった場合，再度，A さんの逐語録
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に戻りコーディングの検討を行った。C さんも B さんと同様の手順でコー
ディングを行った。

そして，分析結果について藤原と検討後，調査協力者３名にも確認をして
もらい修正を行った。

５–４　分析結果
３つの主テーマが生成された。それらは次の３つであり，それぞれ複数の

サブカテゴリーに支えられていた。

テーマ名 サブカテゴリー
①不安定な職業的身分と待遇 ◦労働の対価が得られない職業

◦雇用保険がなく不安定
◦新型コロナウィルス感染拡大の影響による収入減
◦時給制（コマ単位での支払い）
◦最低限の生活が可能なコマ数の必要性
◦日本語学校と大学の待遇の格差
◦大学専任教員と非常勤講師の待遇の格差
◦業務委託契約と臨時職員という身分
◦一人ユニオン結成

②日本語ボランティアと日本語教
師の役割

◦ボランティア主導に対する疑問
◦有償ボランティア
◦日本語教育コーディネーターもボランテイア的役

割
◦行政の役割をボランティアが担う

③日本語教師としての将来とその
不安

◦日本語教師としてのスキルアップに関する問題
◦日本語教師の国家資格化に対する疑問
◦年齢と今後の不安
◦将来の不安

表５ 分析結果の詳細
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６．抽出された３つのテーマについて―３人の語りの比較から

３つのテーマについて , ３人の語りを比較しながら説明する。通常，調査
協力者の語りを引用しながら分析をまとめることが多いが調査協力者が特定
される懸念があるため，筆者が３人の語りをまとめることとする。また , ３
人の語りは特定の機関や人物に対しての不平・不満ではなく，日本語教育の
改善を目的としたものであることを断っておく。

６–１　不安定な職業的身分と待遇
３人は日本語非常勤講師ではあるが，雇用形態が機関によって異なってい

た。非常勤講師，臨時職員，業務委託，有償ボランティアであった。中には
給料明細も確定申告時のみ渡されるケースもあり，どのような契約によって
雇用されているかを認識するのが難しい状況であった。

例えば，業務委託契約の場合，テキストや教え方などすべてが教師に一任
され，その成果に対して対価が支払われるが，実際には機関の指示に従わな
ければならず，自由度が低く労働者としての働き方に近かった。このような
雇用形態になった明確な理由はわからないが，雇用委託では労働法によって
雇用が守られるが，業務委託では保護が受けられず解雇しやすいからではな
いだろうか。あくまでも憶測ではあるが，非常に不安定な状況で働いている
ことは明らかである。

また３人に共通していることは，雇用保険に加入していないことである。
雇用保険について少し長くなるが引用する。

＜雇用保険の加入条件＞
①１週間の所定労働時間が 20 時間以上であること
② 31 日以上の雇用見込みがあること
＜雇用保険について＞

雇用保険とは生活及び雇用の安定，就職の促進のために失業等給付及び
育児休業給付を支給するとともに失業の予防，雇用状態の是正及び雇用機
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会の増大，労働者能力の開発及びその他労働者の福祉増進を図るための二
事業（雇用安定・能力開発事業）を行う雇用に関する総合的機能を有する
制度である。

厚生労働省職業安定局雇用保険課『雇用保険制度の概要』, 2022 年

つまり，雇用保険に加入していないということは，恒常的な社会的価値を
認めていないことに等しく，能力開発に一切関知しない行為に等しいと言え
る。

日本語非常勤講師が１週間に同一の機関で 20 時間以上働くことは難しく，
現在の制度においては雇用の安定と能力開発が保障されていないことがわか
る。また，他の非正規教員問題でも述べられているが，報酬を授業準備や授
業後処理，授業の打ち合わせなど授業以外の時間がカウントされず，「授業
コマ給」として支払われる慣行の定着も不利に作用し，労働者を守る谷間に
置かれ放置されてきたと言える（山崎他，p.142）。

2013 年には改正労働契約法が施行され，同一の使用者の間で通算５年を
超えて繰り返し更新された場合，労働者の申し込みにより無期労働契約に転
換すると決められている（厚生労働省，無期転換ポータルサイト）。調査協
力者の３名はこの法令について説明されることなく，不安定な労務管理下で
雇用されている。

６–２　新型コロナウィルス感染拡大の影響
新型コロナウィルスの感染拡大の影響で，留学生や技能実習生が入国でき

ず日本語科目が開講できなかった。そのためコマ数が減らされたり，解雇さ
れた日本語教師もいた。C さんもその例外ではない。仕事が全くなく１年以
上待機させられる事態になり，就職活動をしたが自分の希望する条件とあっ
た日本語学校を探すことができなかった。

対面授業から遠隔授業の切り替えも大きな負担となった。授業準備や学生
への対応など労働時間が増え，遠隔授業に必要な機器の購入など自己負担が
増大した。本来，労働時間が増えたのであれば，それに見合った賃上げが必
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要であり，必要経費の負担増分は機関に請求すれば支払われるべきものなの
ではないだろうか。

厚生労働省は「テレワークにおける適切な労務管理のガイドライン」ある
いは「テレワークモデル就業規則」などを公開し，企業にテレワーク下にお
ける働き方について指導を行っている。厚生労働省のガイドラインによれ
ば，使用者の指示命令を受けて勤務等に従事した場合，それに相応した労働
対価を支払うべきである。また，テレワーク下でどのように労働時間を把握
するか，それにもとづきいかに賃金に反映されるかについても，事細かに事
例を示して就業規則上に明記しなければならない（大野他 , 2022, p.87）。

上記の説明は企業に関する労務管理ではあるが日本語教師も労働者の一員
である。教師としての役割や資質を議論することも大切ではあるが，労働環
境が日本語教師に与える心理的影響についても検討するべきである。

６–３　日本語教師の２項対立を生み出す要因について
日本語学校と大学で教えた経験がある A さんと B さんからは２つの機関，

そして専任教員と非常勤講師の待遇に関する差異についても問題としてあ
げられた。B さんは日本語学校と大学の非常勤講師の収入について違和感を
持っている。同じような仕事内容にも関わらず，日本語学校はなぜ大学の給
与の２分の１程度しか支給されないのか，疑問を感じている。日本語教師の
賃金が確保されれば日本語学校の質の向上につながると考えている。

厚生労働省は「同一労働同一賃金のガイドライン」において労使間で相違
があった場合，労使間での検討が必要だとしている。以下にその一部を引用
する。

正社員とパートタイム労働者・有期雇用労働者との間で賃金に相違
がある場合において，その要因として賃金の決定基準・ルールの 違い
があるときは，「正社員とパートタイム労働者・有期雇用労働者は将来
の役割期待が異なるため，賃金の決定基準・ルールが 異なる」という
主観的・抽象的説明ではなく，賃金の決定基準・ルールの相違は，職

　251日本語非常勤講師の労働の周辺状況に関する一考察



務内容，職務内容・配置の変更範囲，その他の事情の客観的・具体的
な実態に照らして，不合理なものであってはならない。

（厚生労働省「同一労働同一賃金ガイドライン」より）

上記のガイドラインから，賃金の決定基準は主観的なものではなく客観
的・具体的な説明が必要だということがわかる。しかし，現実は勤務校から
実態に合わせた説明を受ける機会は得られない状況である。

A さんと B さんは賃金の最低ラインを自分で決め，それに見合わない場
合は仕事を断り，自分が納得できる仕事をしたいと思っている。A さんの
言葉を借りれば単独でユニオン活動を行っている状況である。

６–４　日本語ボランテイアと日本語教師の役割
日本語教師を職務別に見ると，ボランティアが一番多く全体の 49％を占

めている（令和４年度国内の日本語教育概要，p.7）。この状況は他の専門教
育と異なる特筆すべき点である。３人のインタビューの中にも自己の教育活
動との関連で，日本語ボランティアに関する言及が見られた。A さんは生
活者としての日本語に関わる日本語教育はボランティアが主導で，それを束
ねる日本語教育コーディネーターまでもが身分保障されていない状況に憤
りを感じている。B さんも日本語教育を提供する人たちの質を担保するため
に，国や自治体が予算を確保する必要性を述べている。なぜ，日本語教育
コーディネーターまでもがボランティアに近い状況なのか，今後，日本語教
育コーディネーターの存在を可視化し，長期的整合性を保つため身分保障が
必要だと考える。

一方，C さんは日本語教育能力試験に合格しても職業としてではなくボラ
ンティアで日本語教育に携わるのは，賃金の低さと教育活動の大変さが原因
であると考えている。C さんの指摘は日本語教師の国家資格化を進めていく
上でも貴重であり，国家資格化と待遇面をセットで考えない限り，日本語教
師の人材不足は解消されない。

252　 久野弓枝・藤原安佐



６–５　日本語教師としての将来とその不安
調査協力者の全員が将来について不安を感じている。それは，A さんの

ように生活のよりどころとなる日本語教育のネットワークを持っていても変
わりはない。その不安は年齢が上がることによる求人枠の減少，指導に関す
る技術，日本語教育の将来性など多岐に渡っている。必要な研修を積極的に
受けて指導技術が向上すれば，これらの不安が減少するのではないか，とい
う意見もあるかもしれない。しかし , ３名の聞き取りから研修の受講＝指導
技術のスキルアップには２つの問題があることが明らかになった。第１に，
スキルアップを行うための時間，講習の参加費・交通費等は自ら支弁するこ
とが多いが，職業身分が安定しない場合，捻出することが難しい。第２に，
スキルアップすることで授業の改善は可能かもしれないが，待遇の改善には
つながっていないことがあげられる。

さらに , ３名が不安を増大させた大きな要因として２つのことが考えられ
る。まず，新型コロナウィルス感染拡大下の影響があげられるだろう。新型
コロナウィルス感染拡大下では，開講授業数，遠隔授業の実施方法等の情報
がなかなか得られなかった。さらに，専任・非常勤ともに遠隔授業に対応す
るため，授業の準備と機器操作の習得に追われ十分なコミュニケーションが
取れなかった。その結果として，立場の弱い非常勤講師にしわ寄せがいき，
コロナ禍以前からの漠然とした不安に新たな不安が上乗せされたと推察する。

もう一つの原因として，日本語教師の国家資格化があげられるだろう。な
ぜ，国家資格になるのか，国家資格になることで雇用にどのように影響し待
遇は改善されるのか，疑問を感じている。

日本語教師の国家資格化の検討は 2019 年の「日本語教育の推進に関する
法律」（日本語教育推進法）施行以降，「日本語教育の質の維持向上に関す
る仕組みの創設」の検討が始まり，「日本語教師の国家資格」と「日本語教
育機関の認定制度」の検討が始まった（『日本語教師になる本 2023』，p.20）。
コロナ禍であったことが原因なのかは定かではないが，国家資格化に関する
議論が全く見えてこなかった。この点について神吉（2022）は，公共的で開
かれた議論とは異なる経緯を経て日本語教育政策が決定されるようなことが
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起きているとしている（p.13）。また，資格創設については以下のように述
べている。

日本語教師の資格について政策サイクルの観点から分析をすると，
資格創設が必要であるというそもそもの問題設定の段階で十分な根拠
があったわけではないことがわかる。―中略―日本語教師の資格整備
を行ったらなぜ質の向上が図れるのか，現状では質が低いのかどうか
というデータは存在しないし，教師の質をどのようなデータで検証で
きるのかは非常に困難な課題である（p.8）。

コロナ禍を超えて待機していた留学生の入国が一気に始まり，不安定な環
境下で国家資格化がスタートする。しかも，国家資格化の議論の中に待遇改
善の方策については明確に示されていない。

現職の日本語教師も国家資格となる登録日本語教員となるためには，経過
措置期間に講習や試験を受ける必要がある。講習の種類は日本語教育能力試
験に合格した時期によって異なる。昭和 62 年４月１日から平成 15 年３月
31 日の間に実施された日本語教育能力試験に合格した者は，講習Ⅰと講習
Ⅱの両方を受講する必要があり，平成 15 年４月１日から令和６年３月 31 日
の機関に合格した者は講習Ⅱのみ受講することとなっている。つまり，現職
日本語教師で日本語教育能力試験に合格していても，国家資格を得るために
は，講習を受け確認試験に合格することが必須となる。講習や試験を受ける
ために必要な経費や時間に関する保障について全く検討されていないため，
非正規労働者である非常勤講師にはさらなる懸念材料が増える。詳細は述べ
られないが講習や試験にかかる負担は以下の通りである。
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対象範囲 時間 受講料

講習Ⅰ 平成 12 年報告で新たに追加された内容を
中心に構成

90 分×５コマ程度
各コマで単元確認 10
問程度実施

8,800 円

講習Ⅱ
平成 31 年審議会報告で追加された内容及
び近年の情勢等の変化が大きい内容を中
心に構成

90 分× 10 コマ程度
各コマで単元確認 10
問程度実施

17,600 円

表６  登録日本語教員の講習受講料

日本語教育試験 受験料

通常 18,900 円

基礎試験免除 17,300 円

基礎試験及び応用試験免除 5,900 円

表７ 日本語教員試験の受験料
文化庁国語課『登録日本語教員の登録申請の手引き』（p.3とp.8）を基に作成

７．まとめと今後の課題

本論文の第１章と第２章では 1972 年以降の日本語教育の流れを概観した。
その中で政策や社会情勢の変化に伴い日本語教師像はめまぐるしく変化し，
それに伴い学習者が多様化する中で教師の負担が大きくなるにも関わらず，
待遇改善に明言するものもなかった。また先行研究を見ると，日本語非常勤
講師に焦点を当てたものが少なく，その中でも「待遇の低さ」を問題視する
ものはあったが，具体的な改善策は見られなかった。更に，その「待遇の低
さ」は単なる低賃金のみが問題なのではなく，業務内容の不透明さや社会保
障の弱さなど複数の要因があることも見えてきた。日本語教育の世界で非常
勤講師の待遇が改善されないのには２つのことがあるのではないだろうか。
一つは待遇に不満があっても周りも同じような環境で働いているため，なか
なか声をあげられないこと，もう一つは社会的認知度が低く，日本語教師と
いう枠組みで捉えられ，日本語非常勤講師が不可視化されてきたことがあげ
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られる。
第３章では３人の調査協力者のインタビューを TA 分析し，①不安定な

職業的身分と待遇，②日本語ボランティアと日本語教師の役割，③日本語教
師としての将来とその不安という３つのコードが明らかになった。この調査
を通して筆者が強調したいのは，日本語教師歴が浅い C さんと他の２名が
同じような悩みや問題を抱えていることだ。この結果から明らかなのは，日
本語教師に関する能力・専門性・教授法等に関する研究の蓄積は進み発展し
てきているが，日本語非常勤講師の待遇改善に関する議論が非常に少なく関
心が薄いということである。

筆者らは労働経済学を専門とする川村氏と調査を実施することで，日本語
教師を非正規雇用の労働者と捉え改善策を求めることの重要性を探ることが
できた。そして，日本語教育では制度で保障されるべきことが曖昧になって
いることがわかった。

神吉（2022）は国家資格化の流れの中で，日本語教師は学習者や企業や政
府のニーズに邁進するのではなく，専門家として毅然とした実行力を持って
対抗していく必要があるとしている（p.13）。しかし，批判性を持つために
は材料が必要である。その材料として他の非正規労働者の実態やそれを守る
法的制度を知ることが重要であろう。また，教師の well-being を保障する
ための制度や研究も，日本語教師の労働環境や自己有用感を考える上で参考
になる。OECD では教師の well-being といった概念化を進めており，生徒
の意欲や自律を高めていくためには教師自身の well-being が重要となって
くるとしている。また，2018 年教職国際サミットでは教師の well-being を
阻害する労働環境によりもたらされるストレスを政策課題とし，改善を図ら
なければならないことが確認されている（本図 , p.44）。

日本語教師の待遇改善について議論する上で必要な非正規雇用の問題や教
師の well-being については現在，十分な知識を持ち合わせていない。これ
らの視点を用いた検討は今後の課題としたい。
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注

１	 法務省告示校とは、在留資格「留学」を付与できる日本語学校のことで日本語教育機関で最
も多く，全体の 20％を占める（文化庁令和４年）。

２	 大学等とは、短期大学、高等専門学校も含まれる。
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